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JCHO事件の刑事裁判手続においては、東邦 HDの完全子会社であ
る東邦薬品の医薬営業本部病院統轄部次長であった K1氏が、
「JCHOに関する入札資料などのものが明るみに出ることを恐
れ」、自ら、及び部下である K2氏に「身の回りの整理」をさせる
とともに、データが消えることを認識しながら業務用パソコンの
OSのバージョンアップを行ったと供述している（他の従業員も受
注調整に関するデータが入っている可能性のある USBメモリをペ
ンチで割るなどして壊して廃棄したと供述している。）。 

また、同事件の刑事裁判手続において、検察官は、その論告におい
て、K1氏が「処分又は処罰を免れるため、本件各犯行や過去の受
注調整等に関する証拠について、被告会社における組織的な罪証隠
滅工作を主導した」と指摘し、同事件の刑事裁判手続の判決は、
K1氏が証拠隠滅を図ったことを認定した。 

東邦 HD の完全子会社である東邦薬品においては、受注調整という違
法行為にとどまらず、検察官が「被告会社における組織的な罪証隠滅
工作」と指摘するまでに、当局の調査を察知するや不都合な証拠を隠
滅して事実を隠すという対応が現場において複数名により行われてい
た可能性がある。上記 No.21 の東邦 HD グループにおける法令遵守体
制が形骸にとどまっていたことと相まって、東邦 HD グループにおい
ては、自らに不都合な事実を隠し立てする体質が存在する疑いがある
こと（隠蔽）。 

JCHO 事件に関する判決において、東邦 HD の子会社である東邦薬品
の社員が証拠隠滅を図った事実が認定されている。東邦 HD は、かか
る罪証隠滅の事実が刑事訴訟記録上明らかであるにもかかわらず、上
記 No.18 のとおり独立した第三者委員会による客観的検証を拒絶し、
株主に対してもこれを何ら説明していないこと（隠蔽・形骸）。 
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